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研究論文

技術教育における安全性に視点をおいた授業実践の試み

藤本登（長崎大学教育学部），神崎悠輔（附属中学校）

1. はじめに

現在の中学校技術分野の学習指導要領では，技術を適切に評価し，活用する能

力の育成が求められている。一般的な技術分野の授業では，「材料と加工j，「エネ

ルギ一変換J, r生物育成」，「情報」に関する技術に対する学習を導入（全体像の

把握），基礎知識・技能学習，設計・製作，評価・活用の順で行っている。この時

の評価・活用の視点は，経済性，環境性，社会性が挙げられているが，具体的な

社会性のイメージを持てない生徒や教員が数多く見受けられる。この原因は，環

境や経済性（コスト）の内容が教科書に具体的な数値を含めて記述されているに

もかかわらず，社会性の内容が情報セキュリティや森林機能などの数値を伴わな

い記述や扱いやすさなどの感覚によるものであるためと考えられる。従って，評

価・活用において生徒や教員に，経済性，環境性，社会性を比較させるためには，

社会性に関する数値化が必要である。また，現状の授業の中には，評価・活用を

行う際に，改めてそこで扱う技術や製品について，その仕組みを学ばせる場面を

設けるなど，限られた授業時数の中で技術分野の日標達成が困難なものも見受け

られる。これは，特に活用の場面で，それまでに学んだ知識を使って個人や社会

としてこれから求める技術を考えるといった正解がない問題に対して，技術的な

視点で主体的に取り組む姿勢を求めているにもかかわらず，教員にその意識が低

い場合に見受けられる。いずれにしても知識・技能学習の内容を評価・活用につ

なげる工夫が見られない授業が散見される。そこで，本研究では，社会性の評価

指標である「安全性」について生徒に考えさせる手立てを模索するために，まず

「エネルギー変換に関する技術」での安全性に関する指導内容の検討を行った。

そして，『エネルギ一変換に関する技術」で行ってわれてきた技能の安全指導や，

今回の学習指導要領より必修化された保守・点検の内容で授業実践を行うことで，

安全性を意識づけるカリキュラムの構築を試みた。

2.『エネルギー変換に関する技術』の特徴

中学校技術分野の「エネルギ一変換に関する技術」の主な内容は，エネルギー

源（一次，二次エネルギー）に関する技術，送電などの供給に関する技術，エネ

ルギー消費機器のしくみ（変換方法と特徴），保守・点検（主に技能），設計・

製作，持続可能な社会に向けた技術の選択である。この時に最も多く扱われる技

術は，生徒に身近な電気に関するものであり，リンク機構などの動力伝達は少な

い。ここで，発電方法に関する内容はその特徴（エネルギー源の種類，エネルギ
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一変換効率，廃棄物，発電単価など）やその仕組みであり，エネノレギー消費機器

ではその仕組みが主で，照明器具の様な生徒になじみ深いものでは，評価の内容

を意識して初期コスト，電力消費量，二酸化炭素排出量や点灯時間などである。

送電に関する内容は変圧や送電効率に関するもので，発電方法やエネノレギー消費

機器に比べて実験や体験活動は少ない。しかしながら，技術分野で扱うべき電力

需給に関する技術を考えると， 30分同時間量制度による周波数と電圧の安定性

確保による電源の品質管理について，回転機械を使用する産業を始めとする日本

のものづくりの支えている点を学ばせることが大切であり，図 1の様に発電一送

電一消費を一体的な制御システムとして捉えることが求められる。しかし，その

ような実践は北崎の教材開発（1）や藤本の手回し発電機を用いた授業実践ぐらい

であり，限られた時数の中で「安全性」を取り扱うためには，既存の技能学習等

での安全教育の活用やりスクに関するデータ収集が必要である。例えば前者は，

はんだ付けや保守・点検であり，後者は家電製品の事故件数などである。ここで

は，前者の授業実践例を 3章で示し，後者の例を以下で示す。

中学生に身近なエネノレギー消費機器は，情報端末機器，暖房器具，調理器具な

どが挙げられる。表 1と2は，暖房器具と給湯器具の安全性に係わるデータを示

す。データは独立行政法人製品評価技術基盤機構製品安全センターの製品事故情

報・リコール情報の検索システムや消費生活センターの報告書 （2）によった。こ
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 図 1. 中学校技術分野における電力需給のポイント

表 1. 暖房器具における各評価項目にデータ

表 2. 給湯器具における各評価項目にデータ
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れに対して，各種発電方法に対する安全性に関する根拠のあるデータは，なかな

か見つからないが，例えば表 3 に示すように，国内においては電気保安統計（ 3）

を参考にできるし，世界的に見れば，燃料の採掘，建設，運転期間を含めた事故

件数や死亡者数として，OECD が 2010 年に出した原子力とその他の電源に関す

る事故リスクの比較（ 4）が参考になる。このうち，水力発電と原子力発電は全て

発電過程での事故による死亡者数を示しており，化石燃料はそれ以外の過程での

事故が 95%以上と圧倒的に多い。なお，太陽光発電システムでは，太陽電池モジ

ュールやパワーコンディショナー等の焼損やそれに伴う火災が消費者庁の消費生

活用製品の重大製品事故データに掲示されている。また風力発電では，2002 年以

降，設計欠陥や落雷等による過電流等により，少なくとも 7 件の火災が発生して

いる。この他に，太陽光発電や風力発電の潮流安定化対策とした送電網の整備や

蓄電池の設置等のコストも有用と考えられる。一方で，原子力発電については，

福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質に飛散による損害を考慮する必要が

あり，コスト等検討委員会の報告書（ 6）が参考になる。今後，これらのデータを

用いて学習プリントを作成し，授業実践による能力育成の検証を行いたい。  

 

 表 3．発電設備及び送配電網設備の事故件数  

エネルギー
チェーン

電気
⽕災
件数

感電
死傷
件数

事故

件数

死亡

者数

死亡者数
／年間発

電量
(GW)

事故

件数

死亡

者数

死亡者数
／年間発

電量
(GW)

石炭
＊1 75 2259 0. 157 1044 18017 0. 597

石油 165 3713 0. 132 232 16505 0. 897
天然ガス 90 1043 0. 085 45 1000 0. 111
LPG 59 1905 1. 957 46 2016 14. 896
太陽電池 0 0. 2 − − − − − −
風力 0 0 − − − − − −
水力 0 0. 4 1 14 0. 003 10 29924 10. 285
原子力 0 0 0 0 − 1 31＊2 0. 048
送配電網設備 12. 6 78

⽇本＊3 OECD加盟国（4） OECD非加盟国（4）

0. 2 0. 8

 

 

３．保守・点検における安全性を意識した授業実践の例 

今回の題材では，4 時間の学習活動「電気製品の事故原因を明らかにし，その保守・

点検の必要性について考える」で，評価の観点を一般的な技能や知識・理解ではな

く，工夫・想像で扱うことで，安全性の視点を意識できる能力の育成を試みた。

この内容は 2 章で示した送配電網設備の事故原因にも繋がるものであり，本題材

の最終段階で行う評価・活用の学習をよりスムーズに進め，さらに事故原因を科

学的に考えさせることで，学習成果の転位を図らせるねらいも持っている。今回

は授業名「危険箇所を見つけ，保守・点検の必要性について考えよう」として行

った。なお，表 4 に図 2 に授業の評価基準と，図 2 に問題発見図を，表 4 に学習

題材の評価基準を，表 5 に授業展開を示す。具体的には，身近な生活の中に潜む

危険性に気づかせ，機器の保守・点検の必要性を実感させるために，導入時に焦

＊ 1 中国については，石炭データは中
国石炭産業年鑑が入手できる 1994
～1999 年についてのみ解析されて
いる。なお，2002～2009 年におけ
る中国の石炭採掘による死亡者数
は平均約 5,000 人 /年。（ 5）  

＊ 2 チェルノブイリ事故直後の死亡者
のみ。  

＊3 H21～25 年度の平均値。電気保安
統計の一般電気事業者・卸電気事業
者（電発・原電）・特定電気事業者・
特定規模電気事業者・自家用電気工
作物設置者の合計。  
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させる場面では，その根拠を科学的に検討させるために，図 2の事実（現状）か

ら，具体的な危険性を挙げさせ，その根拠を検討させた。そして，この根拠の検

討では既習事項を基にシンキングツール「ステップチャート」を用いて，少人数

グ、ループで追求させる。さらに，機器の安全性の工夫を考える場面では，防塵シ

ャッター付き延長コードなどの実物を示すことで，安全性への理解とその必要性

を認識させる。

研究授業は 6～7月に実施した。図 3に生徒の学習プリントの記載例と研究授

業の授業風景を示す。授業中の生徒の発言や学習プリントより，すべての生徒が

技術を用いる場合の危険性を認識し，家庭等での電気製品の利用方法を改善しよ

うとする姿が見られた。しかし，図 3の学習プリントの記載例からも分かるよう

に，科学的に確かな根拠を示せてはいない。例えば，導線の「ジュール熱」によ

る被覆などの絶縁体の劣化等の弊害を防ぐために許容電流が存在するが， 「たこ

表 4. 評価基準

関心・意欲・態度｜ 工夫・創造 生活の技能 知識・理解

図 2. 保守・点検で用いた問題発見図

表 5. 保守・点検の工夫・想像における授業実践例

目標｜ 生徒の活動 ｜ 教師の手だて・評価

R2 11 本時の学習課題を把握する。 11 扇風機や電源プラグの発火画像を提示し，電気に
よる事故の危険性を知らせることで，事故防止の必要

｜危険箇所を見つけ，保守点検の必要性について考えよう ｜ 

Rl 12 複数の電気機器が配線され12 危険箇所と危険な理由を学習プリントに記入させ
R2 Iた図を見て，その適切性を検討｜る。なお，事故発生の科学的根拠に迫ることができる

ウ ｜する。 ｜ように，グループ活動で，意見を・気づきを整理させ

｜る。

卜課題の危険箇所を指摘し，その理由を説明できたi
かo

~ 〈学習プリント〉工

エ 13 電気機器を安全に使用する 13 各工夫点に目的があることから，機器の使用に際

ために施されている工夫点を見｜し工夫して保守・点検を実践することが，事故防止に

つけ，その役割を考える。 ｜つながることに気づかせる。

ア 14 保守・点検の必要性について 14 エレベータの定期点検を取り上げ，家庭や社会の
イ ｜考える。 ｜保守・点検により，重大事故が未然に防止されている

ことに気づかせる。
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机でコードを踏んでいる→火事｜ビニーノレが破れる
｜↓  
lほこりがかかる→発火

たこ足直識になっている→火事fコードの許容電流を超える

ビニーノレが溶ける

導線同士が触れる

ショート回路ができる→発火

コードをまとめている→火事 ｜ピニーノレが砲批Lる
｜↓  
｜導線同士が触れる→発火

図 3. 生徒の学習プリントの記載例と研究授業の授業風景

図 4. 足こぎ発電機と火力発電模型の使用例

足配線でなぜ電流が多くなるのか」，「机でコードを踏むと流れ続ける電流で被覆

が破損するのか」が十分検討されていない。つまり，教師による机間指導か前時

の基礎学習の内容を検討することが必要であることが分かる。安全性を技術的に

考えるためには，実験や理科等の学習を踏まえた科学的なものの見方が必要であ

ると言える。また，特に学習プリントの前段の記載内容は， 2章で示した発電－

送電－消費を一体的なシステムとして捉える学習が必要であり，図 4の様な足こ

ぎ発電機や火力発電模型を用いた負荷変動実験などが有用と考えられる。ここで，

足こぎ発電機であれば，消費電力 40Wの電球の点灯数を変えることで，自転車

ペダルの負荷の変化を体感することができる。また，火力発電模型であれば，無

負荷（LED消灯時）と LED点灯時のタービン回転数を音で感じたり，発生電圧

を測定することができる。つまり，消費電力量と発電電力量の関係を見ることは，

同時同量性の理解に繋がり，それが「たこ足配線でなぜ電流が多くなるのか」の

根拠を与えることになる。授業の最後では，エレベータの保守・点検や防塵シャ

ッター付延長コードリールを見せることで，生徒は社会における安全性の必要性

やそれを踏まえた上でのものづくりを意識したしたことが，学習プリントから分

かった。

4.まとめ

社会性の評価指標である「安全性」について生徒に考えさせる手立てとして，
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「エネルギー変換に関する技術」の基礎データを収集すると共に，電力需給シス

テムの指導ポイントを検討した。また，中学校の保守・点検の内容で，安全性を

意識づける授業実践を行った。その結果，以下のことを明らかにした。

1 .発電ー送電ー消費を一体的な制御システムとして捉える学習がエネルギ一変

換に関する学習内容として不十分であることを示した。

2. 「安全性」を認識させるための身近な学習題材として，給湯機器，暖房機器，

需給システムを示し，安全性に関する学習プリント用データを作成した。

3.保守・点検に関する内容で，安全性に視点を向けさせる授業実践を行い，学

習プリントの記述を分析することで，結呆 lの学習の必要性や利用可能な教

材を提示した。

今後は，結果 2で得られたデータを用いた授業実践により，安全性（リスク認知

を含む）の認識と技術の評価・活用へ展開を検討することで，材料と加工，生物

育成や情報に関する技術の学習内容についても安全性に視点を置いたカリキュラ

ムを検討したい。
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